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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第49期

第１四半期連結
累計期間

第50期
第１四半期連結
累計期間

第49期

会計期間

自平成29年
　１月１日
至平成29年
　３月31日

自平成30年
　１月１日
至平成30年
　３月31日

自平成29年
　１月１日
至平成29年
　12月31日

売上高 （千円） 3,319,148 2,578,678 9,993,861

経常利益 （千円） 518,481 104,823 462,884

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 353,284 57,879 272,140

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 355,084 37,058 294,058

純資産額 （千円） 4,833,030 4,730,954 4,772,004

総資産額 （千円） 6,880,310 6,626,586 6,489,056

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 13.57 2.22 10.45

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 70.2 71.4 73.5

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等を含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額につきましては、潜在株式が存在しないため記載して

おりません。

 

２【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社と株式会社ネットカムシステムズ）が営む事業の内容に

ついて、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前連結会計年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものでありま

す。

(1) 業績の状況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、雇用・所得環境等が改善し、景気は穏やかな回復基調が続

いております。しかしながら、個人消費の伸び悩みや米国の保護主義的な通商政策による世界経済の減速が不安

視されることなど、景気の先行きは不透明の状況となってまいりました。

情報サービス産業におきましては、政府が唱える第４次産業革命が進んでおり、企業のITインフラ更新やクラ

ウドコンピューティングの普及、IoT、AI等のIT技術の積極的な利活用による需要の増加が期待されるなか、企

業収益の改善を背景にした情報化投資は今後も堅調に推移するものと期待され、厳しい競争が続いております。

一方、高度な技術を持つIT技術者不足は、業界全体の課題となっております。

このような情勢の中、当社グループは「公共事業」、「エンタープライズ事業」、「セキュリティ事業」と、

それぞれの領域で安定成長だけでなく、株式会社ネットカムシステムズも合わせ、それぞれの強みを生かした、

トータル・ソリューションサービスの創出を図り、事業活動を推進しております。

公共事業におきましては、公会計系ビジネス、総務省ガイドラインに対応する「情報セキュリティ基盤強靭化

ソリューション」、老朽化する公共施設を見える化する「施設マネジメントソリューション」を中心に、コンサ

ルティングから構築まで、自治体が直面している様々な課題に対して、幅広く事業を展開してまいりました。

エンタープライズ事業におきましては、現行事業の盤石化を目指し、金融系/産業系/社会基盤系でのベースビ

ジネスの安定化と拡大を図るとともに、AI、IoT、BI、画像処理製品、セキュリティ製品など、先端技術を活用

したインテグレーテッド・ソリューションを確立してまいりました。

セキュリティ事業におきましては、これまでご愛顧いただいていた自社パッケージに加え、お客様の情報シス

テムをサイバー攻撃や情報漏洩から守るべく、強靭性を向上させるソリューションの展開を促進させるととも

に、仮想化、クラウド化の観点からセキュリティ基盤の構築に対応できる体制を確立し、積極的に事業を展開し

てまいりました。

しかしながら、前第１四半期連結累計期間において収益増加に大きく寄与した「自治体情報システム強靭性向

上システム」の販売が総務省の交付金適用期限の終了に伴い収束した影響で前年同四半期累計期間に比べ減収と

なっております。また、当第１四半期連結累計期間において、働き方改革・生産性向上・勤務環境改善のための

オフィス集約・拡充や、内部統制の更なる整備に積極的な投資を行ったために費用が増加しております。

この結果、当第１四半期連結累計期間の経営成績につきましては、売上高は2,578百万円（前年同四半期比

22.3％減）、営業利益は93百万円（前年同四半期比81.8％減）、経常利益は104百万円（前年同四半期比79.8％

減）、親会社株主に帰属する四半期純利益は57百万円（前年同四半期比83.6％減）となりました。

なお、当社グループは、「情報サービス」の単一セグメントであるため、セグメントごとの記載はしておりま

せん。

サービス品目別の売上高は次のとおりであります。

①アプリケーションソフトウェア開発

アプリケーションソフトウェア開発は、主に官公庁、金融、通信、公益、製造及び流通などの業務ソフトウェ

ア開発が中心であります。当第１四半期連結累計期間におきましては、売上高は1,524百万円（前年同四半期比

7.0％減）となりました。

②パッケージソフトウェア開発

パッケージソフトウェア開発は、主に自治体を中心とする行政経営支援サービス（FAST）及びＰＣセキュリ

ティ/アクセス管理ソリューション（ARCACLAVISシリーズ）が中心であります。当第１四半期連結累計期間にお

きましては、売上高は531百万円（前年同四半期比38.6％減）となりました。

③コンピュータ機器等販売

コンピュータ機器等販売は、主に自治体及び一般企業を取引先として、コンピュータ機器とその周辺機器や

ネットワーク製品を中心とした販売が中心であります。当第１四半期連結累計期間におきましては、売上高は

521百万円（前年同四半期比35.9％減）となりました。
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(2) 財政状態の分析

（資産の部）

当第１四半期連結会計期間末における総資産は6,626百万円となり、前連結会計年度末と比べ137百万円の増加

となりました。流動資産は、受取手形及び売掛金が増加した一方で、現金及び預金、商品及び製品が減少したこ

と等により144百万円増加し5,022百万円となりました。固定資産は、有形固定資産が増加した一方で、無形固定

資産、投資その他の資産が減少したこと等により6百万円減少し1,603百万円となりました。

（負債及び純資産の部）

負債は、買掛金、賞与引当金が増加した一方で、前受金が減少したこと等により前連結会計年度末に比べ178

百万円増加し1,895百万円となりました。

純資産は、親会社株主に帰属する四半期純利益を計上した一方で、配当金を支出したこと及びその他有価証券

評価差額金が減少したこと等により前連結会計年度末に比べ41百万円減少し4,730百万円となり、自己資本比率

は71.4％となりました。

 

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(4）研究開発活動

当第１四半期連結累計期間における当社グループ全体の研究開発活動の金額は、6百万円であります。

なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①　【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 98,000,000

計 98,000,000

 

②　【発行済株式】

種類

第１四半期会計期間末

現在発行数（株）

（平成30年３月31日）

提出日現在発行数（株）

（平成30年５月15日）

上場金融商品取引所名

又は登録認可金融商品

取引業協会名

内容

普通株式 26,051,832 26,051,832

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数

100株

計 26,051,832 26,051,832 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高　
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

平成30年１月１日～

平成30年３月31日
－ 26,051,832 － 1,302,591 － 1,883,737

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成29年12月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

 

①【発行済株式】

平成29年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   15,700 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式26,032,500 260,325 －

単元未満株式 普通株式    3,632 － －

発行済株式総数 26,051,832 － －

総株主の議決権 － 260,325 －

 

②【自己株式等】

平成29年12月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％）

ジャパンシステム株式会社
東京都渋谷区代々木

一丁目22番１号
15,700 － 15,700 0.06

計 － 15,700 － 15,700 0.06

 

２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成30年１月１日から平

成30年３月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成30年１月１日から平成30年３月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、監査法人ハイビスカスによる四半期レビューを受けております。

なお、当社の監査法人は次のとおり交代しております。

第49期連結会計年度　　　　　　新日本有限責任監査法人

第50期第１四半期連結会計期間及び第１四半期連結累計期間　　　　　　監査法人ハイビスカス
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成29年12月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成30年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,179,963 2,798,956

受取手形及び売掛金 1,268,421 1,784,305

商品及び製品 72,277 10,299

仕掛品 49,821 15,679

その他 310,984 418,003

貸倒引当金 △3,217 △4,576

流動資産合計 4,878,252 5,022,668

固定資産   

有形固定資産 89,474 120,884

無形固定資産   

のれん 664,399 642,253

その他 344,231 345,781

無形固定資産合計 1,008,631 988,034

投資その他の資産 ※ 512,697 ※ 494,999

固定資産合計 1,610,804 1,603,917

資産合計 6,489,056 6,626,586

負債の部   

流動負債   

買掛金 350,778 381,436

短期借入金 150,000 150,000

未払法人税等 134,041 113,390

賞与引当金 58,826 246,344

受注損失引当金 1,063 －

前受金 430,386 404,769

その他 529,495 537,224

流動負債合計 1,654,591 1,833,164

固定負債   

資産除去債務 58,243 58,464

その他 4,217 4,003

固定負債合計 62,461 62,467

負債合計 1,717,052 1,895,632

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,302,591 1,302,591

資本剰余金 1,883,737 1,883,737

利益剰余金 1,528,728 1,508,500

自己株式 △4,283 △4,283

株主資本合計 4,710,774 4,690,545

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 61,229 40,408

その他の包括利益累計額合計 61,229 40,408

純資産合計 4,772,004 4,730,954

負債純資産合計 6,489,056 6,626,586
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第１四半期連結累計期間
(自　平成29年１月１日
　至　平成29年３月31日)

 当第１四半期連結累計期間
(自　平成30年１月１日
　至　平成30年３月31日)

売上高 3,319,148 2,578,678

売上原価 2,263,217 1,812,426

売上総利益 1,055,930 766,252

販売費及び一般管理費 542,838 672,617

営業利益 513,092 93,634

営業外収益   

受取配当金 5,021 5,439

助成金収入 － 5,000

その他 1,240 1,528

営業外収益合計 6,262 11,968

営業外費用   

支払利息 545 545

原状回復費 326 233

その他 0 －

営業外費用合計 872 778

経常利益 518,481 104,823

特別損失   

固定資産除却損 0 0

減損損失 － 463

特別損失合計 0 463

税金等調整前四半期純利益 518,481 104,360

法人税、住民税及び事業税 230,237 99,567

法人税等調整額 △65,040 △53,087

法人税等合計 165,197 46,480

四半期純利益 353,284 57,879

親会社株主に帰属する四半期純利益 353,284 57,879
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第１四半期連結累計期間
(自　平成29年１月１日
　至　平成29年３月31日)

 当第１四半期連結累計期間
(自　平成30年１月１日
　至　平成30年３月31日)

四半期純利益 353,284 57,879

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 1,799 △20,820

その他の包括利益合計 1,799 △20,820

四半期包括利益 355,084 37,058

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 355,084 37,058

非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

※ 資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

 
前連結会計年度

（平成29年12月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成30年３月31日）

投資その他の資産 17,900千円 17,900千円

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次のとおりであ

ります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成29年１月１日
至 平成29年３月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成30年１月１日
至 平成30年３月31日）

減価償却費 78,440千円 52,722千円

のれんの償却額 22,146 22,146

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成29年１月１日　至　平成29年３月31日）

配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年２月14日

取締役会
普通株式 65,090 2.5  平成28年12月31日  平成29年３月16日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成30年１月１日　至　平成30年３月31日）

配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年２月14日

取締役会
普通株式 78,108 3.0  平成29年12月31日  平成30年３月15日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成29年１月１日　至　平成29年３月31日）

当社グループは、情報サービスの単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成30年１月１日　至　平成30年３月31日）

当社グループは、情報サービスの単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成29年１月１日
至　平成29年３月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成30年１月１日
至　平成30年３月31日）

１株当たり四半期純利益金額 13円57銭 2円22銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（千円） 353,284 57,879

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益

金額（千円）
353,284 57,879

普通株式の期中平均株式数（株） 26,036,048 26,036,048

（注） 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

平成30年２月14日開催の取締役会において、次のとおり剰余金の配当を行うことを決議いたしました。

（イ）配当金の総額 78,108千円

（ロ）1株当たりの金額 3円00銭

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日 平成30年３月15日

（注）平成29年12月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。

 

EDINET提出書類

ジャパンシステム株式会社(E04820)

四半期報告書

12/14



第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成30年５月15日

ジャパンシステム株式会社

取締役会　御中

 

監査法人ハイビスカス

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 阿部　海輔　　印

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 森崎　恆平　　印

 

     

 
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているジャパンシステ

ム株式会社の平成30年１月１日から平成30年12月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成30年１月１日

から平成30年３月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成30年１月１日から平成30年３月31日まで）に係る四半期

連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について

四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ジャパンシステム株式会社及び連結子会社の平成30年３月31日現在の

財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべ

ての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）　１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

 

EDINET提出書類

ジャパンシステム株式会社(E04820)

四半期報告書

14/14


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容

	第２事業の状況
	１事業等のリスク
	２経営上の重要な契約等
	３財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

	第３提出会社の状況
	１株式等の状況
	（１）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	（２）新株予約権等の状況
	（３）行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	（４）ライツプランの内容
	（５）発行済株式総数、資本金等の推移
	（６）大株主の状況
	（７）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２役員の状況

	第４経理の状況
	１四半期連結財務諸表
	（１）四半期連結貸借対照表
	（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書
	四半期連結損益計算書
	第１四半期連結累計期間
	四半期連結包括利益計算書
	第１四半期連結累計期間
	注記事項
	セグメント情報


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

